（消費税廃止各界連）2024年11月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税・廃止、インボイス制度の即時廃止を求めています。
◆総選挙で自民・公明の与党が大敗し、過半数を割りました。国民の声が政治を動かし、切実な要求を実現する展望が大きく広がっています。
◆総選挙では裏金問題への態度をはじめ、税金の集め方と使い道が厳しく問われました。金権腐敗政治を一掃する政治資金規正法の再改正と併せ、物価高に苦しむ国民生活を支援する消費税の減税実現が求められています。
◆与党が過半数を割り込む一方、議席数を増やしたほとんどの野党が「消費税減税」「インボイス廃止」を公約に掲げ、当選しました。党として公約していない立憲民主党の議員のうち25・7％が独自に消費税減税を訴えて当選しています。野党が一致すれば今すぐにでも消費税減税は実現できます。
◆トヨタ自動車など輸出大企業は消費税を1円も納めていません。それどころか2023年度は上位20社だけで、2兆1803億円もの還付を受けています。20社以外も含めた消費税の還付金総額は7兆937億円に達し、事業者が納めた消費税額の35・1％が、巨額の内部留保をため込む大企業を中心に還付されています。輸出戻し税は中小業者が苦しみながら払った消費税を大企業に還付するもので、貿易ルールとして企業への輸出補助金を禁止した「GATT協定」違反と指摘されています。
◆各界連のアンケートでは消費税減税・廃止を求める声は9割を超え、各種世論調査でも減税を求める声が高まっています。消費税減税は多数の国民が求める緊急要求です。
◆世界では１１０の国、地域で日本の消費税にあたる付加価値税が減税されています。「消費税は社会保障のために必要」と、財務省や与党議員などは強調しますが、日本のように高齢化が進むイタリアやドイツなどでも、日本の消費税にあたる付加価値税を減税しており、不景気・国民支援には消費税減税が世界の常識です。国民生活を無視し、消費税を減税しない非常識な政治を日本だけが続けていることは許せません。
◆インボイス制度も大問題です。フリーランスや小規模事業者が消費税の納税を迫られ困っています。新たに登録した事業者は来年の申告からは1年分の課税となり、負担軽減措置が撤廃されれば、さらに納税額が膨らみます。登録していない小規模事業者は値引きや取引停止によって追い詰められています。営業と暮らしをつぶすインボイス制度は今すぐ廃止すべきです。
◆自公政権の防衛費拡大は留まることを知らず、22年末の閣議決定で支出予定だった43兆円では収まらないと報道されています。大軍拡を続ければ国民生活向けの予算は削られ、国民に膨大な税負担押し付けられることになります。ロシアやイスラエルは軍事拡大のために、国民生活を後回しにし、付加価値税を引き上げています。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せの声をご一緒にあげましょう。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。「消費税を下げて物価を下げろ、インボイス廃止で作り手を守れ」の声を国会に届けるため、ご協力をお願いします。
